
［事案 18-1］障害給付金請求   

・平成 18年４月 19日 裁定申立受理 
・平成 19年９月 27日 裁定打切り 
＜事案の概要＞ 

主治医作成の診断書により症状固定と診断されているのだから、約款所定の障害給付

金を支払い、保険料払込免除の取扱いを認めてほしいと申立てがあったもの。 
＜申立人の主張＞ 

平成 16 年１月 24 日に交通事故で受傷し、Ａ脳神経外科病院において「外傷性腰椎
椎間板ヘルニア」と診断され症状固定と診断された。そこで傷害特約による障害給付金

の支払い等を求めたところ、保険会社より主治医と面談した結果、「手術による回復の

可能性が確認され症状が固定したとは言えない」として、支払対象外との決定通知があ

った（17年８月９日付）。 
診断書に「症状固定」とあるものを、口頭による事実確認で支払査定が決定されるこ

とは納得できない。また、契約者等・医師・保険会社の三者面談を要望しているにもか

かわらず会社は応じない。他生保では同じ診断書により障害等級３級と認められている

のだから、障害等級３級と認定し障害給付金を支払うとともに保険料払込免除の取扱い

を認めてほしい。 
＜保険会社の主張＞ 

Ａ脳神経外科病院への事実確認の結果、診断書に記載されている症状固定時期（16
年 12 月 10 日）については、主治医より「回復・完治の可能性のある治療方法は手術
しかなく、本人に勧めたが、本人が迷って断ったため認定となった」との回答があった。

診断書の症状固定日はあくまで手術をしない場合について記載されたものであり、手術

した場合には回復する可能性が確認されており、現状では申し出には応じられない。 
申立人は契約者等・医師・保険会社による三者面談を求めているが、事実を明確に把

握できるのは書面による確認であると考えていることから三者面談には応じられない

が、主治医に確認した結果「事前に診察したうえで、その結果を申立人等および会社同

席のもとで説明することは可能」との回答が得られたことから、同方法による三者面談

を申立人に提案したが、申立人からは承諾が得られなかった。 
なお、申立人は他生保会社等で給付金が支払われたことを理由に診断書での支払いを

主張するが、他社で支払われたことが約款の支払要件とはならないことから、この事実

をもって当社決定に影響を及ぼすことはない。 
当社としては、障害回復の可能性について再度書面による方法で明確に確認したうえ

で、障害状態の該当可否について再検討したいので、現状では申立てには応じられない。 
＜裁定の概要＞ 
裁定審査会では、申立書、答弁書および診断書等にもとづき審理した結果、本件診断

書の記載の解釈について争いが残ることから、申立人提出の診断書と三者面談を併せて

審理した方がよいと判断した。 
そこで、申立人の手術による改善見込みの有無、仮に改善見込みがあるとしてもその

可能性などについて確認するため、申立人および保険会社双方に対し、①主治医に対す



る質問書を作成し、②主治医に質問書に対する回答を作成してもらい、③申立人及び保

険会社が同席の上で主治医による回答内容について説明を受け、④会社が再査定を行い、

その結果を当審査会に提出する、という手順で事実の確認をすることを求め、申立人と

会社との調整を行ったが、再三の要請にもかかわらず申立人の協力が得られず事実を確

認するに至らなかった。 
裁定審査会の手続きにおいては、直接主治医に対し意見聴取等の事実の取調べをする

ことは認められていないので、事実の確認は申立人の協力なくしては行えない。従って、

本件について適正な判断をすることが出来ない状況に至ったため、生命保険相談所規程

第 36条１項（４）にもとづき裁定を打ち切る旨通知した。 


